


ノロウイルスの感染の原因としては、
食品を媒介としたいわゆる食中

毒に加え、食品を介さずに人から人へと
感染することが大きな特徴です。そのた
め、発生件数や患者数がとても多くなっ
ています。感染すると、12〜72時間の潜
伏期を経て、突然、激しい嘔吐や吐き
気、下痢に襲われます。症状は1〜3日で
消失しますが、免疫の効果は薄く、繰り
返し感染してしまいます。
　感染経路は多様で、水や食品、空気か
ら直接入ることもあれば、水道の蛇口や
ドアノブなどに付着していたものが手指
について間接的に感染するケースもあり
ます。

　発生件数や患者数が多い理由の一つ
は、10個程度のウイルス粒子で感染が成
立するという強力な感染力にあります。ま
た、ノロウイルスは非常に高い安定性を
持っています。4℃で2カ月間、室温で2週
間、37℃で一週間、−20℃で数年間も感
染力を維持しています。
　気をつけなければならないのは、症状
が収まったとしても、感染者の糞便から
は2週間にわたってウイルスが排出されて
いる点です。ですから、治ったからと安心
するのではなく、ほかの人にうつさないよ
う注意が必要です。
　もう一つ念頭に置いてほしいのは不
顕性感染者の存在です。これは、ウイル
スに感染したにもかかわらず、自覚症状
のない人を指します。症状が現れないと
いっても、糞便にはウイルスが排出されて
いるため、感染源となるケースが見られ
ます。
　消毒法としては、次亜塩素酸ナトリ
ウムが有効です。調理器具などは濃
度200ppmの液に10分間浸してくださ
い。糞便等有機物を多く含むものは
1000ppm以上の濃度を使用するとよいで
しょう。エチルアルコールならば70％以上
の濃度で5分間以上湿らせてください。ま
た、85℃、1分以上の加熱で死滅します。
　食品の提供者として、最も大事なのは
自分が感染しないことです。そのために
は日常の食事、同居者の健康状態にも気
配りが必要です。帰宅後の手洗いやうが
いも徹底してください。もしも、感染した
場合は、出勤せずに、前日までの作業内
容をチェックし、消毒などを徹底してくだ
さい。
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昨年、石川県内で発生した食中毒事
故は14件で、うち8件が金沢市内

でした。2004年度、苦情や食中毒の疑
いがあるとして調査した数は299件で、
2006年度には550件と約1.8倍に増加し
ています。
　食中毒事故を起こした店舗への改善
指示で多かった上位5項目について注意
点を挙げてみます。
　一つ目は手洗いについてでした。手洗
い場に余計な物が置いてないか、共用の
手ふきタオルではなくペーパータオルを
設置しているか、石けんや消毒液を切ら
さないようにしているかなど、すぐにでも
チェックしてみてください。二つ目は従業
員の健康管理で、これには経営者の意

識改革が不可欠です。従業員が体調不良
を正直に自己申告できる職場環境を整え
ましょう。三つ目は従業員への衛生教育
の徹底です。実際に働いているのは現場
の人間です。責任者だけがどれだけ衛生
について理解していてもほとんど意味は
ありません。パートやアルバイトなど、短
時間労働者が増えていますので、一層の
指導が重要です。四つ目は調理器具、五
つ目は施設の整理･整頓です。どちらも洗
浄や消毒をまめに行い、清潔な状態を常
に保ちましょう。
　五つの項目はどれも、できていて当た
り前のことばかりです。それらを怠ったた
め、事故は起こるべくして起こったと言え
ます。
　食は人間の生命・健康維持の源です。
そのために、食品衛生法による規制と遵
守義務が存在し、食品の提供者には重
い責任が課せられています。知識が多す
ぎるということはありません。営業者や
責任者は衛生に関する知識を備え、従業
員への教育に生かしてください。また、従
業員が間違った認識に基づいた行動を
とっていないか把握することや、忙しいと
きのための再教育も必要です。
　WHO（世界保健機関）が出している
病原体を取り扱うマニュアルの中には、
設備や機器はあくまで補助的な役割で
あり、携わる人への教育と訓練こそ、重
視すべきと書かれています。つまり、設備
に頼り過ぎるのではなく、一人ひとりの食
の安全に対する心がけが大切なのです。
作った商品を自分の大事な家族に胸を
張って食べてもらえる。そういう真摯な
気持ちで仕事に取り組めば、食中毒の発
生件数を必ず減らせるはずです。

大手乳業メーカーによる食中毒を契
機に、最近では大手菓子メーカー

による品質保証の問題など、食品安全
衛生に対する信頼性が大きく揺らいでい
ます。どんなに歴史のある超一流企業で
も、どんなに経営状況がよくても、一度問
題を起こせば、信用を失い、場合によって
は会社が潰れてしまうことがあります。だ
からこそ、情報の収集や調査、危機管理
システムの構築と作動確認、事故時の対
応など、食品の安全戦略が必要になって
くるのです。
　食品衛生管理システムの国際基準と
なったHACCPは、日本では、「総合衛
生管理製造課程承認制度」として導入さ

れています。現在、認められているのは、
乳・乳製品、食肉・食肉製品、容器包装
詰加圧加熱殺菌食品（レトルト食品）、
魚肉練り製品、清涼飲料水の5分野であ
り、特に清涼飲料水や医療・介護食用の
レトルト食品で申請が急増しています。5
分野に当てはまらない食品でも、例えば
和菓子製造業者ならば、ぜんざいをレト
ルトで作れば対象となりますので、検討
してみてください。
　また、第2のHACCPと位置づけられる
のが、98年に公布された「食品の製造過
程の管理の高度化に関する臨時措置法
（略称：HACCP手法支援法）」です。
　これは、HACCPに対応した施設を整
備する際の金融支援制度で、先ほど挙
げた5分野以外に、炊飯製品、集団給食
用食品、弁当などを手がける企業で利用
が増えています。申請も難しくありません
し、業界団体が指導してくれますので、
工場を建てる場合などに利用するといい
でしょう。
　さらに、ここ数年活発化しているの
が、地方自治体が認証するHACCP、い
わゆるミニHACCPです。一番進んでい
るのは東京都の制度で、現在、豆腐製造
施設や集団給食施設、弁当、そうざい調
理・製造施設などを対象としていて、今
後、対象業種を段階的に拡大していく方
針です。このほか、北海道が認証してい
るミニHACCPは150項目近くもある細か
な評価リストが特徴です。北陸において
も福井県で実施されているほか、金沢市
でも導入が予定されています。こうした制
度を活用して、衛生管理の向上に役立て
てほしいと思います。
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